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本年４月より交渉が開始された日米貿易交渉については、９月２５日、米

国・ニューヨークで開催された首脳会談において合意されました。 

日米貿易交渉については、本道の農林漁業者をはじめ、多くの道民から、基

幹産業である農林水産業のみならず、関連産業や地域経済に大きな影響を及

ぼし、その先行きを懸念する声が上がっていることから、国に対して緊急要請

を実施しました。 

記 

１ 要請日 

  令和元年９月２６日 

 

２ 要請先 

  内閣官房ＴＰＰ等政府対策本部、農林水産省、本道選出国会議員 等 

 

３ 要請内容  

「日米貿易交渉に関する緊急要請書」のとおり 

 （北海道、北海道農業・農村確立連絡会議、北海道水産業関連団体、 

北海道林業・木材産業関連団体の 23団体連名） 

 

４ 要請者 

北海道知事   鈴 木  直 道 

 

日米貿易交渉に関する緊急要請について 

令和元年９月２６日 
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○ 農林水産省  伊東 良孝 農林水産副大臣

 

 

 



日米貿易交渉に関する

緊急要請書

令 和 元 年 ９ 月

北 海 道

北海道農業・農村確立連絡会議

北 海 道 水 産 業 関 連 団 体

北海道林業・木材産業関連団体



北 海 道 知 事 鈴 木 直 道

北 海 道 議 会 議 長 村 田 憲 俊

北 海 道 市 長 会 会 長 山口 幸太郎

北 海 道 町 村 会 会 長 棚 野 孝 夫

北 海 道 農 業 会 議 代 表 理 事 会 長 多 田 正 光

北 海 道 経 済 連 合 会 会 長 真 弓 明 彦

北 海 道 商 工 会 議 所 連 合 会 会 頭 岩 田 圭 剛

北 海 道 商 工 会 連 合 会 会 長 荒 尾 孝 司

北 海 道 消 費 者 協 会 会 長 畠 山 京 子

北海道生活協同組合連合会 会長理事 麻 田 信 二

北海道農業協同組合中央会 会長 飛 田 稔 章

北海道信用農業協同組合連合会 経営管理委員会 会長 佐 藤 彰

ホクレン農業協同組合連合会 代表理事会長 内 田 和 幸

北海道厚生農業協同組合連合会 代表理事会長 西 一 司

全国共済農業協同組合連合会 北海道本部運営委員会 会長 西 一 司

北海道農業共済組合連合会 会長理事 岡 田 恒 博

北海道土地改良事業団体連合会 会長理事 尾 田 則 幸

北 海 道 農 業 公 社 理 事 長 竹 林 孝

北 海 道 農 民 連 盟 委 員 長 西 原 正 行

北海道漁業協同組合連合会 代表理事会長 川 崎 一 好

北 海 道 水 産 会 代 表 理 事 会 長 川 崎 一 好

北 海 道 林 業 協 会 会 長 阿 部 徹

北海道木材産業協同組合連合会 代表理事会長 松 原 正 和



日米貿易交渉に関する緊急要請

今年４月より交渉が開始された日米貿易交渉については、９月

２５日、米国・ニューヨークで開催された首脳会談において合意

されました。

日米貿易交渉については、本道の農林漁業者をはじめ多くの道

民から、基幹産業である農林水産業のみならず、関連産業や地域

経済に大きな影響を及ぼし、その先行きを懸念する声が上がって

いることから、次の事項に御配意いただきますよう、強く要望し

ます。

記

○ 国においては、交渉結果や合意による影響などについて、農

林漁業者はもとより、地域の関係者等に対し、丁寧な説明を行

うこと。

〇 農林漁業者が希望と意欲を持って経営に取り組めるよう、農

林水産業の再生産を可能とする万全な対策を講ずること。

〇 農林水産物の輸出拡大に向け、生産基盤や加工流通体制の強

化などへの支援を講ずること。


